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研究成果の概要：（200字程度） 
フランチャイジングのシステム的発展を経営革新機能の側面から研究すると共に、システム

としての発展と創業機能変化についてまとめた。フランチャイジングの創業機能の変化につい

ては、独立型の起業家とフランチャイジング起業家の比較等から，フランチャイジングの創業

機能と創業者が持つ特徴を明らかにすると共に，フランチャイジング起業を活発にするために

は，積極的な情報開示を通してフランチャイジングの透明化を促進することが必要であること

を明らかにした。 
 
交付額 
                               （金額単位：円） 

 直接経費 間接経費 合 計 
２００６年度 1,000,000 0 1,000,000 

２００７年度 900,000 270,000 1,170,000 

２００８年度 1,000,000 300,000 1,300,000 

年度    

  年度    

総 計 2,900,000 570,000 3,470,000 

 
 
研究分野：社会科学 
科研費の分科・細目：経営学・経営学 
キーワード：フランチャイジング（フランチャイズ・システム）、新規開業、起業家、 

ニセの起業家、経営革新、ビジネスモデル、ビジネスシステム 
 
１．研究開始当初の背景 
フランチャイジングは、小企業の創業・独
立と成長・発展に深く関わってきた。フラン
チャイジングは、萌芽期においては個人の
「新規開業者（novices）」を中心とする起業
の手段として認識され、景気後退期には「に
せの企業家（pseudo）」に対しても自己雇用
を提供してきた。しかしフランチャイジング
産業の成熟化とともに、「ポートフォリオ起
業家（portfolio entrepreneurs）」や継続的に

事業を立ち上げる「シリアル起業家(serial 
entrepreneurs)」が次々とフランチャイジン
グに参入し、フランチャイジングの成長に大
きな役割を果たすようになったことから、フ
ランチャイジングの創業に対する役割は大
きく変化した。もっとも大きな影響は、フラ
ンチャイズ・システムの前提を変化させてし
まったことにある。ポートフォリオ起業家や
シリアル起業家は、基盤となる事業を既に持
っていることから、アーリーステージのフラ
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ンチャイジングを対象に、ハイリスク・ハイ
リターンを目指して積極的に投資を行うこ
とができ、これが「成功したビジネスモデル
を基礎にしたビジネスシステム」というシス
テム的前提を変化させ、結果的にフランチャ
イザー、フランチャイジーを問わず、フラン
チャイズ・システムからの退出率（hazard 
rate）を急速に高めている。このことからフ
ランチャイジングの創業リスクは急速に高
まり、個人が適度なリスクの中で創業を実現
できるビジネスシステムとしてのフランチ
ャイジングの役割が大きく変化しているの
である。 
 
２．研究の目的 
フランチャイジングは、フランチャイズ産
業の成熟化とともに、「ポートフォリオ起業
家」等が次々と参入することでフランチャイ
ジーの多様化が進み、フランチャイズの創業
に対する役割が大きく変化しつつある。特に
基盤事業を所有するフランチャイジーは、初
期段階のフランチャイズを対象に、高リス
ク・高リターンを目指して積極的に投資を行
うことができ、これがシステム的前提を変化
させたことから、フランチャイズの創業リス
クは急速に高まり、個人が適度なリスクの中
で創業を実現できるビジネスシステムとし
てのフランチャイズの役割が大きく変化し
ている。 
 本研究は、フランチャイズのシステム的発
展からもたらされるフランチャイズの多様
化を検証した上で、成熟期におけるフランチ
ャイズを対象にフランチャイジーの多様化
がフランチャイズの創業機能やフランチャ
イズ企業の経営戦略をいかに変質させてい
るのかを検証することを目的とする。 
 
３．研究の方法 
 文献調査及び現地調査（ヒアリング調査）、
および東京大学社会科学研究所附属日本社
会研究情報センターSSJデータアーカイブの
個票データ分析。 
 
４．研究成果 
 本研究の成果は、論文 11本及び図書 2本
にまとめられた。主な研究成果の概要は以下
の通りである。 
 
「フランチャイズ制による中小企業の経
営革新に関する一考察」においては，多様な
中小企業の経営革新の中で，フランチャイズ
制にもとづく経営革新の成功事例を取り上
げ，フランチャイジング制による中小企業の
経営革新上の要件と留意点を指摘したもの
である。具体的には第二次大戦後，合資会社
小網商店が経営革新のテコとして，多国籍企
業コカ・コーラ社のフランチャズ制を積極的

に利用して，東京コカ・コーラ ボトリング
株式会社へと転換・拡大した経緯を歴史的背
景のなかでその過程を克明にトレースし，こ
の事例の考察から，フランチャイズ制による
経営革新の基本的要件を導き出している。こ
の要件は，①製品の市場性（ブランド力），
②流通システムの特異性，③経営者（フラン
チャイジー）による当該事業への確信と粘着
力，④フランチャイザーの企画力とフランチ
ャイジーの実行力および両者の相互信頼的
なコラボレーション等である。そして，フラ
ンチャイジング制は中小企業の経営革新に
とって一定の有用性は認められるものの，あ
くまでも経営革新のためのきっかけやテコ
（手段）でしかないことに留意すべきでこと，
すなわち，フランチャイズ制の導入＝経営革
新という短絡的な考え方は捨てなくてはな
らないことを指摘した。 
 
「外食産業におけるフランチャイズ活用の
実情と課題－㈱幸楽苑の事例―」は，外食チ
ェーンの創設から拡大へと至る過程を描出
し，そのなかで発生するチェーン運営に係わ
る経営上の課題とその対応を明らかにする
ことを目的とした。本研究成果は村山貴俊
（東北学院大学）と星野広和（國學院大學）
が，2006（平成 18）年 11月に福島県郡山市
の「㈱幸楽苑」本社を訪問し，訪問時に書き
留めた調査メモおよび同社提供資料などに
依拠しながらまとめたものである。 
この調査は創業から成熟段階までの過程
を分析し、さらに今後の方向性としてフラン
チャイズ再活用の可能性を示している。すな
わち、フランチャイジーを単なる販路として
捉えることは，製品の標準化や行動統制の難
しさという負の側面を現出させることもあ
り，多少の逸脱をあえて許容することでチェ
ーン・システム全体としての現場適応、さら
には新知識の創造が促進されるという見方
もできる。すなわち，フランチャイジーを戦
略的に再活用していくという視点こそが，成
熟期を迎えたフランチャイズ企業がフラン
チャイジングを再活性化させる1つの契機と
なることを示した。  
 
 「フランチャイズ・ビジネスにおける経営
戦略と組織デザイン」では，フランチャイ
ズ・ビジネスにおける戦略的特質を踏まえ，
それを遂行するための組織デザインに関す
る研究成果である。 
まず，既存のフランチャイズ・パースペク
ティブから，(1)経営戦略，(2)組織形態のそ
れぞれに関する問題点を明確にした。(1)経
営戦略に関する問題点については，ライフサ
イクル初期における成長と信用獲得のジレ
ンマ，ライフサイクル成熟期における環境適
合戦略の軽視を挙げている。一方，(2)組織



形態に関する問題点として，直営方式，フラ
ンチャイズ方式それぞれの単一形態での戦
略遂行における機能不全を指摘できる。この
2点を踏まえてフランチャイズ・ビジネスに
おける経営戦略の特質について考察した。    
またフランチャイズ組織における戦略の
基本的パターンとして，標準化戦略と適合戦
略に大別した上で、ビジネスフォーマットの
中核要素に関する標準化戦略を普遍とし，フ
ォーマットの周辺的要素を中心とした適合
戦略を実施すべきといういわば二重的な関
係として捉えられる。 
次に，戦略遂行のための，(2)組織形態に
ついて考察した。単一形態での戦略遂行にお
ける機能不全を踏まえると，直営方式とフラ
ンチャイズ方式の同時的運用による複合形
態の優位性が指摘される。この組織形態の特
徴は，チェーン組織の経営課題に対して，単
一方式では実現できないシナジー効果とし
ての複合プロセスをもたらすことを示し、こ
の複合プロセスの主要要因として，多店舗フ
ランチャイジーと横断的なキャリア・パスを
提示している。前者は，組織成長の急速化と
低費用化，統一性の強化，説得すべき関係の
減少化，を可能とする。しかしながら，多店
舗フランチャイジーは成長，統一性へのプラ
スの効果を与える一方で，マネジメントの困
難さというマイナスの影響も併せもつ。そこ
で，後者の横断的なキャリア・パスがそのデ
メリットを緩和させる。なぜなら，新規フラ
ンチャイジー探索の容易化，フランチャイザ
ーとフランチャイジーの信頼関係の構築，業
務基準の維持とフランチャイジーの行動統
制を可能とするためである。 
 
「ビジネスモデルとしてのフランチャイ
ズ・システム」は，ビジネスモデルの本質を、
一般化したビジネスモデル、ビジネスメソッ
ド、ビジネスモデル特許の３つの側面から理
解した上で、ビジネスモデルのひとつである
フランチャイズ・システムの発展過程を通し
て、ビジネスモデルの発展過程を検証したも
のである。 
その結果、明らかになったことは、第1に
イノベーティブなビジネスメソッドがひと
たび成功すると、さまざまなイノベーション
が群生的に出現し、ビジネスメソッドの一般
化が誘導され、その結果、定義をもった一般
化したビジネスモデルが創出される。そして
企業家は、そのビジネスモデルの定義・理念
を活用して新たなビジネスメソッドを開発
するというサイクルが作られる。 
 そして第2には、イノベーティブなビジネ
スモデルは、社会構造変化によって形成され
る新市場環境に対応する企業家によって生
み出される。しかし生み出される新市場は、
マックネアー（M.P. McNair）の小売の輪、

ニールセン（O. Nielsen）の真空地帯仮説に
おける価格と消費者選好のような限定した
枠組みでもなければ、リーガン（W.J. Reagan）
の格上げ・格下げの仮説のように商品とサー
ビスの組み合わせによって、単純な段階から
複雑な段階へ展開するというもの、すなわち
市場環境と既存のビジネスモデルとの間に
乖離が発生し、それを新しいビジネスモデル
が埋めるという構図に留まることはなく、新
しい市場と新しいメソッドの組み合わせが
連続的に発生するものと考えられる。 
ビジネスモデルは、社会経済的に出現する
ものであり、企業家はそれらの諸条件の変化
を活用し、顧客が価値を見出す仕組み（ビジ
ネスシステム）を継続的に作り続けていると
考えられる。すなわち１つのビジネスメソッ
ドが生み出され成功すると、群生的に出現す
るイノベーター達によってイノベーション
領域が拡大し、やがて既存の領域とともに一
般化したビジネスモデルを形成する。同時に
その領域ではビジネスメソッドの洗練化競
争が継続的に行われる。そして新たな社会
的・経済的諸条件のもとで新たな市場機会が
出現することで、またイノベーティブなビジ
ネスモデルが生み出されていくことを明ら
かにした。 
 
「フランチャイズ組織におけるサービス
品質のマネジメントに関する一考察」は，ビ
ジネスフォーマット・フランチャイズ組織に
おけるサービス品質のマネジメントを焦点
に考察したものである。 
今日のフランチャイズビジネスの展開に
おいて，これまで以上に既存店舗の経営効率
をアップさせなくてはならず，その際，フラ
ンチャイザーとフランチャイジーの二者間
関係だけでなく，一般消費者（顧客）を含め
た三者間関係において捉える必要性がある
という視点から研究を行った。 
それらの問題に対応する際の鍵概念とし
て，「品質ギャップ」に着目し，ギャップを
埋める可能性の高いものとして，「信頼性」
を第1義とする顧客志向のサービス品質の創
造と提供ならびに対外的コミュニケーショ
ンを挙げている。また，その実現においては，
組織的・経営管理的諸要因の解決だけでなく
技術的諸手段の利用もまた求められ，それら
の主たる責任はフランチャイザーに頼る傾
向はあるものの，基本的にはフランチャイザ
ーとフランチャイジーの双方が相互に協力
し責任をもつことが要請されている。ただし，
現実的には，フランチャイザーとフランチャ
イジーとの関係性において，フランチャイズ
契約および日常の店舗運営をめぐってコン
フリクトが見受けられるゆえに，フランチャ
イザーはフランチャイジーからロイヤルテ
ィ収入を得る以上，各店舗の品質向上がチェ



ーンブランド（商標）だけでなく，加盟店自
身の経営業績の向上にむすびつくよう彼ら
に対してインセンティブをどのように付与
していくかが問われる。また，フランチャイ
ジーによるブランドへの「タダ乗り」を如何
に回避していくかも課題となる。このことか
ら，今日のフランチャイズビジネスにおいて，
サービス品質をより一層向上させるために
は，これらのフランチャイズ組織における諸
特性を踏まえたうえで，顧客志向のビジネス
フォーマットの創造・維持・革新が要請され
るのである。 
 
「フランチャイズ組織における複合形態
の限界」は米国などにおいて施行されている
メーカーの直営を禁止してフランチャイズ
店の権利を養護する「分離法」がどのような
過程を経て成立し，制定後どのような評価を
受けてきたかを示し，わが国における分離法
導入に関する議論に対して理論的基盤を提
供することを目的とするものである。 
分離法はまさしくフランチャイジングの
複合形態の限界を明確に表したものであり，
分離法に関する検討は直営，フランチャイズ
の複合業態における競争や役割の変化，シス
テム内の役割の再確認にきわめて有効な考
察である。 
そして検討の視点として忘れてはならな
いことは，中小系列業者・独立業者が持つ競
争貢献の役割とイノベーションの苗床とし
ての役割である。「寡占」の弊害を除去する
ためには，独占禁止法などの運用強化だけで
は十分でない。独占の対抗勢力としての「活
力ある多数」の存在が不可欠であり，健全な
競争を維持していくためには中小系列・独立
業者を重視・育成していかなければならない
ことも示している。 
 
「フランチャイズ・システムにおける創業
機能」は，独立型の起業家（創業者・開業者）
とフランチャイズ起業家の比較などから，フ
ランチャイジングの創業機能とフランチャ
イズ創業者が持つ特徴を明らかにすると共
に，フランチャイズ起業を活発にするために
は，積極的な情報開示を通してフランチャイ
ズ・システムの透明化を促進することが必要
であることを示したものである。 
サービス経済化の進展や職歴の中断が日
常化する中で、経済産業構造改革の担い手と
して起業家・創業者の役割が重要視され、そ
の中でもフランチャイズ・システムの持つ創
業機能が注目を集めている。しかしわが国に
おいては、起業家（創業者）といえば、高い
志と資質を備えた起業家像が一般的であり、
非自発的な起業家がその範疇に入ることは
ほとんどない。この成功した起業家像は、非
自発的開業・起業が増加する中ではもはや起

業家を正確に表したものではなく、起業家を
目指す人々に開業・起業を躊躇させ、フラン
チャイズ・システムの創業機能の発揮をはじ
めとして開業・起業の障害にすらなっている。 
この研究成果は独立型の起業家（創業者・
開業者）との比較などから、フランチャイジ
ングの創業機能とフランチャイズ創業者が
持つ特徴を明らかにすると共に、フランチャ
イジングの起業システムとしての課題とし
て成功の仕組みあるフランチャイジングの
揺らぎにあることを示した。 
またフランチャイジングが創業機能を発
揮する上でもっとも重要なことは、フランチ
ャイジーの視点から、事前に正確な情報に基
づいて事業を選択できる環境を整えること
にあることを示した。また情報開示における
もっとも大きな課題として小売商業振興法
において開示義務を定めていることから、サ
ービス業のフランチャイジングは法律の範
囲に入っていないことをあげ法律の改正ま
での必要性を示した。フランチャイズの創業
機能を経済構造改革の一つの鍵として位置
づけるには、フランチャイズを購入するフラ
ンチャイジーへ情報開示を徹底し、自己責任
原則のもとで事業リスクを受け入れられる
環境が必要である。複数のフランチャイジン
グに所属するポートフォリオ企業家ではな
く、個人の創業・開業に視点を移さなければ
フランチャイズ創業機能はその機能を十分
に発揮することはできない。 
 
またフランチャイズの創業者の特徴を分
析した資料として，東京大学社会科学研究所
附属日本社会研究情報センターSSJデータア
ーカイブから〔新規開業実態調査，1991年，
1995年，2005年（国民生活金融公庫総合研
究所）〕の個票データの提供を受け，新規開
業実態を、フランチャイジーを視点に分析し，
今後のフランチャイズ研究の参考資料を作
成した。 
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